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　令和２年度予算の規模は、一般会計、特別会計及び企業会計で総額２１６億６，１４７万円と

なり、前年度と比べ１２億７，６７７万５千円（６．３％）の増となっています。

　一般会計では、前年度より１０億３，９００万円（９．１％）増の１２４億２，６００万円とな

っています。特別会計では前年度より９，２４１万円（１．３％）増の総額７０億５，１８０万円

となり、企業会計では、前年度より１億４，５３６万５千円（７．１％）増の２１億８，３６７万

円となっています。

（単位：千円・％）

増 減 額 伸 率

12,426,000 11,387,000 1,039,000 9.1

　国民健康保険事業 3,054,600 2,949,000 105,600 3.6

　介護保険事業 2,696,000 2,721,900 △ 25,900 △ 1.0

　定期航路事業 604,400 634,300 △ 29,900 △ 4.7

　特定環境保全公共下水道事業 162,000 145,600 16,400 11.3

　後期高齢者医療 534,800 508,590 26,210 5.2

小　　　　計 7,051,800 6,959,390 92,410 1.3

企会
業計

　水道事業 2,183,670 2,038,305 145,365 7.1

21,661,470 20,384,695 1,276,775 6.3

一 般 会 計

特

別

会

計

合 計

令和２年度　当初予算の概要

～　全会計当初予算の規模　～

令 和 ２ 年 度
前 年 度 比 較

Ⅰ　当初予算の規模

令 和 元 年 度
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　第五次鳥羽市総合計画の後期基本計画の最終年度にあたる令和２年度は、「真珠のようにきらり

輝く鳥羽（まち）」の実現に向け、総合計画で目指すまちづくり指標の達成に向けた事業を実施し

ていくこととした上で、重要な政策課題について必要な措置を講じることとし、予算編成の基本方

針で掲げた以下の施策を重点施策として予算を計上しています。

主な事業内容

千円

定住応援奨励金や地域の魅力プロモーション 14,788 千円 とばびと 37 ページ

移住相談支援の実施 1,070 千円 とばびと 37 ページ

とばへのＵターン促進 452 千円 とばびと 32 ページ

伊勢志摩地域の広域的なプロモーション 1,250 千円 とばびと 33 ページ

短期お試し住宅や移住体験住宅の整備 805 千円 99 ページ

千円

移動販売車の実施 5,296 千円 54 ページ

海女文化の保存継承や海女の後継者育成 2,200 千円 とばびと 84 ページ

事業承継支援事業の実施 3,360 千円 とばびと 80 ページ

起業家育成支援事業 537 千円 とばびと 86 ページ

海洋資源のモニタリング調査 4,100 千円 海藻文化 92 ページ

千円

とばびと活躍プロジェクト推進業務の実施 2,689 千円 とばびと 34 ページ

地域課題に取り組むための団体支援 554 千円 とばびと 51 ページ

地域課題解決のためのまちトークの実施 22,783 千円 63 ページ

政策観光の推進や情報発信ツールの作成 25,414 千円 海藻文化 78 ページ

市民就労促進や仕事ガイダンスの実施 3,798 千円 とばびと 86 ページ

市民体育館増築工事、中央公園園路改修工事など 794,956 千円 99 ページ

千円

ＱＲコード決済アプリを活用した市税納付 3,161 千円 49 ページ

多言語観光案内アプリ 3,598 千円 92 ページ

千円

特産品贈呈や寄附者の満足度向上 246,916 千円 31 ページ

海女文化の情報発信 13,440 千円 海藻文化 91 ページ

鳥羽うみアートプロジェクトの実施 6,692 千円 92 ページ芸術を活かした観光振興事業

～　主な重点施策一覧　～

事業費

15,493

移住相談支援事業

政策推進・調整事業

○地域共生社会の実現やとばびと活躍プロジェクトなど地方創生を加速するための施策

ふるさと鳥羽関係人口創出事業

伊勢志摩移住プロモーション事業

定住促進住宅整備事業

海女文化継承啓発事業

Ⅱ　予算編成にあたって

中事業

重点施策

地域生活推進事業

鳥羽への移住・定住応援事業

○関係人口づくりに結びつく施策

○ＡＩ・ＩＣＴ・クラウドを活用した次世代型行政サービスの実現に向けた取組 6,759

都市公園整備（交付金）事業

税の徴収

離島の魅力創出事業

267,048

旅行商品・プロモーション戦略事業

水産研究所維持管理業務

ふるさと納税推進事業

850,194

地域のしごと魅力発信事業

○地域の「稼ぐ力」や「地域価値」の向上を図る‘稼げるまちづくり’を推進する施策

中小企業支援事業

起業育成支援事業

漁業と観光の連携事業

地域共生社会推進事業

地方創生
推進交付金

予算説明資料

地域のためにがんばる団体応援事業

○地域経済循環や事業承継問題等、産業育成に寄与する施策

18,365
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　地方創生推進交付金は、地域再生計画に記載されたまち・ひと・しごと創生総合戦略に

位置付けられた自主的・主体的で先導的な事業の実施に要する費用に充てるため、国から

交付されます。

　　　事業費　13,451千円 充当額 千円

　　　事業費　 5,414千円 充当額 千円

　市長ビジョン事業は、市民がいきいきと活躍できる地域共生社会、海洋資源を活かした産業振興

を推進するため、経済基盤（生活の安定）、つながり（心豊かな暮らし）、命・健康（安心・安全

の確保）をテーマに各課から提案のあった事業を選定し実施します。

千円

海の政策観光 1,500 千円 海藻文化 78 ページ

経営改善資金の利子補給 1,000 千円 81 ページ

芸術による観光振興、関係人口の創出 6,692 千円 92 ページ

千円

伊勢志摩地域の広域的なプロモーション 1,250 千円 とばびと 33 ページ

地域課題解決のためのまちトークの実施 22,783 千円 63 ページ

市民の森公園芝生広場整備 1,554 千円 94 ページ

市営住宅DIY事業 650 千円 95 ページ

外国人英語指導助手の増員 4,045 千円 107 ページ

小中学校図書館環境整備 4,884 千円 109 ページ

図書館の開館延長 829 千円 116 ページ

千円

家庭児童相談員1名の増員 2,541 千円 55 ページ

妊婦歯科検診の実施 138 千円 59 ページ

妊婦風疹予防接種・乳児ロタウイルスワクチン接種 1,201 千円 60 ページ

虐待等防止ネットワーク事業

母子保健事業

予防接種事業

9,192

水産研究所維持管理業務

学校図書館整備事業

住宅運営管理経費

外国人英語指導業務委託事業

図書館運営事業

35,995

伊勢志摩移住プロモーション事業

2,706

地域共生社会推進事業

都市公園整備事業

芸術を活かした観光振興事業

命・健康（安心・安全の確保） 3,880

つながり（心豊かな暮らし）

経済基盤（生活の安定）

6,724

事業費

小規模事業者経営改善資金利子補給補助事業

主な事業内容 中事業
地方創生

推進交付金
予算説明資料

◎とばびと生涯活躍マネジメント　～依存から共生へ～　【とばびと】

※【】内は、表に対応する略称

◎～市民の幸福実感向上プロジェクト～鳥羽・海藻文化革命【海藻文化】

市長ビジョン事業
～市民の幸福実感向上を目指して～

地方創生推進交付金
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　令和２年度歳入予算は、１２４億２，６００万円となり、前年度と比べ１０億３，９００万円

(９．１％)増加しました。

　主な要因としては、制度改正により自動車取得税交付金が１，６００万１千円の皆減となった

ほか、国庫支出金で３，９０３万９千円、県支出金で１億５，７５０万７千円の減収を見込んだ

ものの、法人事業税交付金が１，３００万円の皆増、繰入金で５億６，０５３万７千円、市債で

５億２，８１０万円の増収を見込んだことによるものです。

（単位：千円・％）

金　　額 構成比 金　　額 構成比

2,843,839 22.9 2,803,564 24.6 40,275 1.4

62,201 0.5 58,901 0.5 3,300 5.6

4,600 0.0 4,100 0.0 500 12.2

11,500 0.1 10,800 0.1 700 6.5

10,000 0.1 10,700 0.1 △ 700 △ 6.5

13,000 0.1 0 0.0 13,000 皆増

424,000 3.4 390,000 3.4 34,000 8.7

8,200 0.1 3,800 0.0 4,400 115.8

7,500 0.1 8,500 0.1 △ 1,000 △ 11.8

3,330,000 26.8 3,365,000 29.6 △ 35,000 △ 1.0

1,200 0.0 1,000 0.0 200 20.0

25,348 0.2 75,086 0.7 △ 49,738 △ 66.2

303,145 2.4 319,381 2.8 △ 16,236 △ 5.1

847,245 6.8 886,284 7.8 △ 39,039 △ 4.4

678,320 5.5 835,827 7.3 △ 157,507 △ 18.8

95,323 0.8 94,624 0.8 699 0.7

451,330 3.6 301,330 2.7 150,000 49.8

1,222,635 9.8 662,098 5.8 560,537 84.7

150,000 1.2 150,000 1.3 0 0.0

151,614 1.2 133,104 1.2 18,510 13.9

1,785,000 14.4 1,256,900 11.0 528,100 42.0

0 0.0 16,001 0.2 △ 16,001 皆減

12,426,000 100.0 11,387,000 100.0 1,039,000 9.1歳 入 合 計

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

市 債

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

環 境 性 能 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

Ⅲ　一般会計歳入予算の状況

令和２年度
増減率

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

～　一般会計歳入当初予算の状況　～

区 分
令和元年度

増減額
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（単位：百万円）

平成２８年度
平成２９年度
（６月補正後）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

市 税 2,784.5 2,830.9 2,782.8 2,803.6 2,843.8

分 担 金 等 473.6 432.1 418.3 394.5 328.5

諸 収 入 等 1,166.5 1,702.8 1,562.3 1,341.1 2,070.9

地方交付税 3,230.0 3,250.0 3,285.0 3,365.0 3,330.0

譲 与 税 等 479.6 500.6 476.4 503.8 542.2

国庫支出金 1,158.7 811.5 881.6 886.3 847.3

県 支 出 金 783.2 558.5 600.2 835.8 678.3

市 債 1,178.9 846.5 893.4 1,256.9 1,785.0

合 計 11,255.0 10,932.9 10,900.0 11,387.0 12,426.0

～　一般会計歳入予算の構成　～

～　一般会計歳入予算の推移　～

2,784.5 2,830.9 2,782.8 2,803.6 市税 2,843.8 

473.6 432.1 418.3 394.5 分担金等 328.5 

1,166.5 
1,702.8 1,562.3 1,341.1 

諸収入等 2,070.9 

3,230.0 
3,250.0 3,285.0 3,365.0 

地方交付税 3,330.0 

479.6 
500.6 476.4 503.8 

譲与税等 542.2 1,158.7 
811.5 881.6 886.3 

国庫支出金 847.3 783.2 558.5 600.2 835.8 
県支出金 678.3 

1,178.9 846.5 893.4 
1,256.9 

市債 1,785.0 

0.0

1,000.0

2,000.0

3,000.0

4,000.0

5,000.0

6,000.0

7,000.0

8,000.0

9,000.0

10,000.0

11,000.0

12,000.0

13,000.0

平成２８年度 平成２９年度

（６月補正後）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

歳
入
予
算
額
（
百
万
円
）

自主財源

42.2%依存財源

57.8%

市税

22.9%

分担金等

2.6%

諸収入等

16.7%

地方交付税

26.8%

譲与税等

4.4%

国庫支出金

6.8%

県支出金

5.4%

市債

14.4%

【自主財源】

市税や使用料など、

市が自主的に収入しう

る財源です。

「市税」

「分担金等」
・分担金及び負担金

・使用料及び手数料

「諸収入等」
・財産収入

・寄附金

・繰入金

・繰越金

・諸収入

【依存財源】

地方交付税や国庫・県支出金な

ど、国や県により配分される財源

です。

「地方交付税」

「譲与税等」
・地方譲与税

・利子割交付金

・配当割交付金

・株式等譲渡所得割交付金

・法人事業税交付金

・地方消費税交付金

・環境性能割交付金

・地方特例交付金

・交通安全対策特別交付金

「国庫支出金」

「県支出金」

「市債」
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（１）自主財源と依存財源の状況 （単位：百万円）

平成２８年度
平成２９年度
（６月補正後）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

4,424.6 4,965.8 4,763.4 4,539.2 5,243.2

市 税 2,784.5 2,830.9 2,782.8 2,803.6 2,843.8
分 担 金 等 473.6 432.1 418.3 394.5 328.5
諸 収 入 等 1,166.5 1,702.8 1,562.3 1,341.1 2,070.9

6,830.4 5,967.1 6,136.6 6,847.8 7,182.8

地方交付税 3,230.0 3,250.0 3,285.0 3,365.0 3,330.0
譲 与 税 等 479.6 500.6 476.4 503.8 542.2
国庫支出金 1,158.7 811.5 881.6 886.3 847.3
県 支 出 金 783.2 558.5 600.2 835.8 678.3
市 債 1,178.9 846.5 893.4 1,256.9 1,785.0

11,255.0 10,932.9 10,900.0 11,387.0 12,426.0

39.3% 45.4% 43.7% 39.9% 42.2%
60.7% 54.6% 56.3% 60.1% 57.8%

（単位：百万円）

　　多様化する行政課題に適切に対応するため、自主財源を確保する取組を進めています。　

　○行政財産使用料（13款　使用料及び手数料）

　　【継続】都市計画使用料（佐田浜第３、４駐車場）  　12,478千円（R1　 12,478千円）

　　【継続】社会教育使用料（職員駐車場（旧鳥羽小学校用地））　　  900千円（R1　　  900千円）

　○市有土地建物貸付収入（16款　財産収入）

　　【継続】レンタカー事業用地貸付収入 　　  802千円（R1　　  802千円）

　　【継続】自動販売機設置場所貸付収入  　   476千円（R1　  　534千円）

　　【継続】太陽光発電事業用地貸付収入  　 2,215千円（R1　  2,215千円）

　　【継続】ＪＲ鳥羽駅前広場用地貸付収入  　 3,104千円（R1　  3,104千円）

　○物品売払収入（16款　財産収入）

　　【継続】土石（かんらん岩）  　43,390千円（R1　 43,390千円）

　○不動産売払収入（16款　財産収入）

　　【継続】遊休未利用地（鳥羽2丁目、相差町など）   　7,000千円（R1 　 7,730千円）

　○ふるさと納税寄附金（17款　寄附金）

　　【継続】ふるさと納税寄附金 　450,000千円（R1  300,000千円）

～　当初予算に計上した主な自主財源　～

自主財源比率

依存財源比率

自主財源　計

合 計

～　財源分類別の推移　～

①財源分類別の状況

依存財源　計

自主財源の確保について

4,424.6 4,965.8 4,763.4 4,539.2 
自主財源

5,243.2 

6,830.4 5,967.1 6,136.6 6,847.8 

依存財源

7,182.8 

39.3% 45.4% 43.7% 39.9% 自主財源比率 42.2%

0.0%

50.0%

100.0%

0.0

4,000.0

8,000.0

12,000.0

16,000.0

平成２８年度 平成２９年度

（６月補正後）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度
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（２）一般財源等の状況

　一般財源等は、７３億６０４万円を計上し、前年度より５，９３２万６千円の減収となりまし

た。これは、市税や各種交付金の増収を見込んだものの、地方交付税や減債基金繰入金、臨時財

政対策債の減収を見込んだことによるものです。また、歳入不足が生ずるため、財政調整基金繰

入金を計上しています。

（単位：千円・％）

金　　額 構成比 金　　額 構成比

2,843,839 38.9 2,803,564 38.1 40,275 1.4

62,201 0.8 58,901 0.8 3,300 5.6

480,000 6.6 444,901 6.0 35,099 7.9

3,330,000 45.6 3,365,000 45.7 △ 35,000 △ 1.0

150,000 2.1 150,000 2.0 0 0.0

40,000 0.5 50,000 0.7 △ 10,000 △ 20.0

300,000 4.1 318,000 4.3 △ 18,000 △ 5.7

7,206,040 98.6 7,190,366 97.6 15,674 0.2

100,000 1.4 175,000 2.4 △ 75,000 △ 42.9

7,306,040 100.0 7,365,366 100.0 △ 59,326 △ 0.8

（単位：百万円）

増減額 増減率

繰 越 金

減 債 基 金 繰 入 金

地 方 譲 与 税

市 税

臨 時 財 政 対 策 債

区 分
令和２年度

財 政 調 整 基 金 繰 入 金

一 般 財 源 等 合 計

令和元年度

地 方 交 付 税

各 種 交 付 金

～　一般財源等の推移　～

小 計

230.0 304.1 344.0 375.0 財調・減債・繰越 290.0 

400.0 412.0 397.6 318.0 臨時財政対策債 300.0 

479.6 500.6 476.4 503.8 譲与税・交付金 542.2 

3,230.0 
3,250.0 3,285.0 3,365.0 地方交付税 3,330.0 

2,784.5 
2,830.9 2,782.8 2,803.6 市税 2,843.8 

7,124.1 
7,297.6 7,285.8 

7,365.4 
合計 7,306.0 

0.0

1,000.0

2,000.0

3,000.0

4,000.0

5,000.0

6,000.0

7,000.0

8,000.0

平成２８年度 平成２９年度

（６月補正後）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度
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　市税収入は、２８億４，３８３万９千円を計上し、前年度より４，０２７万５千円の増となり

ました。これは、市民税で３，０３２万５千円、市たばこ税で２９０万８千円の減収を見込んだ

ものの、固定資産税で６，１４６万９千円、入湯税で１，１４４万５千円の増収を見込んだこと

によるものです。

（単位：千円・％）

金　　額 構成比 金　　額 構成比

821,113 28.9 851,438 30.4 △ 30,325 △ 3.6

689,523 24.3 698,162 24.9 △ 8,639 △ 1.2

131,590 4.6 153,276 5.5 △ 21,686 △ 14.1

1,522,720 53.5 1,461,251 52.1 61,469 4.2

65,095 2.3 63,393 2.3 1,702 2.7

137,933 4.9 140,841 5.0 △ 2,908 △ 2.1

179,516 6.3 168,071 6.0 11,445 6.8

117,462 4.1 118,570 4.2 △ 1,108 △ 0.9

2,843,839 100.0 2,803,564 100.0 40,275 1.4

（単位：百万円）

②市税の状況

区 分
令和２年度 令和元年度

増減額 増減率

市 民 税

個 人 市 民 税

法 人 市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

入 湯 税

都 市 計 画 税

合 計

～　市税収入当初予算額の推移　～

873.7 870.0 905.6 851.4 市民税 821.1 

1,383.9 1,435.2 1,379.5 1,461.3 固定資産税 1,522.7 

195.4 
179.9 175.0 168.1 入湯税 179.5 

116.7 124.8 116.4 118.6 
都市計画税 117.5 

214.8 
221.0 

206.3 204.2 
その他の市税 203.0 

2,784.5 2,830.9 2,782.8 2,803.6 合計 2,843.8 

0.0

500.0

1,000.0

1,500.0

2,000.0

2,500.0

3,000.0

平成２８年度 平成２９年度

（６月補正後）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度
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●個人市民税

　個人市民税は、６億８，９５２万３千円を計上し、前年度より８６３万９千円の減となり

ました。これは、納税義務者数の減少が見込まれるほか、所得割において、営業所得や給与

所得等の減を見込んだことによるものです。

●法人市民税

　法人市民税は、１億３，１５９万円を計上し、前年度より２，１６８万６千円の減となり

ました。これは、経済情勢を反映しつつ、主な事業所の景気動向等から法人税割額の減を見

込んだことによるものです。

●固定資産税

　固定資産税は、１５億２，２７２万円を計上し、前年度より６，１４６万９千円の増とな

りました。これは、主に太陽光発電設備の新設による影響を見込んだことによるものです。

　現年度分の調定額の課税客体別の見込は以下のとおりです。

●軽自動車税

　軽自動車税は、６，５０９万５千円を計上し、前年度より１７０万２千円増となりました。

これは、令和元年１０月から導入された軽自動車税環境性能割の見込みを令和２年度予算で

は年間で見込んだことによる増収によるものです。

種別割に係る現年度分調定額の課税客体別の見込は以下のとおりです。

　四　輪…７，０５８台（うち重課税分２，４８６台）

　二輪等…２，５８７台（うち重課税分１台）

●市たばこ税

　市たばこ税は、１億３，７９３万３千円を計上し、前年度より２９０万８千円の減となり

ました。これは、売り上げ本数の減少を見込んだことによるものです。

●入湯税

　入湯税は、１億７，９５１万６千円を計上し、前年度より１，１４４万５千円の増となり

ました。これは、入湯客数の増減傾向を加味して入湯客数を見込んだことによるものです。

●都市計画税

　都市計画税は、１億１，７４６万２千円を計上し、前年度より１１０万８千円の減となり

ました。これは、固定資産税に準じて見込んだものです。

償却資産‥‥‥太陽光発電設備の新設等に伴い３，９１９万２千円の増収を見込んでいます。

土　　地‥‥‥地価の下落及び所要の補正により６１４万７千円の減収を見込んでいます。

家　　屋‥‥‥新増築・滅失による増減及び課税免除の適用終了に伴う増額により３，５１９万

　　　　　　　５千円の増収を見込んでいます。
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　地方譲与税は、６，２２０万１千円を計上し、前年度より３３０万円の増となりました。

　これは、森林環境譲与税で３３０万円の増収を見込んだことによるものです。

（単位：千円・％）

金　　額 構成比 金　　額 構成比

16,000 25.7 16,000 27.2 0 0.0

40,000 64.3 40,000 67.9 0 0.0

1 0.0 1 0.0 0 0.0

6,200 10.0 2,900 4.9 3,300 113.8

62,201 100.0 58,901 100.0 3,300 5.6

（単位：百万円）

　各種交付金は、合計で４億８，０００万円を計上し、前年度より３，５０９万９千円の増とな

りました。これは、制度改正により自動車取得税交付金が皆減となったほか、地方特例交付金で

１００万円、株式等譲渡所得割交付金で７０万円の減収を見込んだものの、法人事業税交付金が

皆増となったほか、地方消費税交付金で３，４００万円、環境性能割交付金で４４０万円の増収

を見込んだことによるものです。

（単位：千円・％）

金　　額 構成比 金　　額 構成比

4,600 1.0 4,100 0.9 500 12.2

11,500 2.4 10,800 2.4 700 6.5

10,000 2.1 10,700 2.4 △ 700 △ 6.5

13,000 2.7 0 0.0 13,000 皆増

424,000 88.3 390,000 87.7 34,000 8.7

8,200 1.7 3,800 0.9 4,400 115.8

7,500 1.6 8,500 1.9 △ 1,000 △ 11.8

1,200 0.2 1,000 0.2 200 20.0

0 0.0 16,001 3.6 △ 16,001 皆減

480,000 100.0 444,901 100.0 35,099 7.9

区 分

令和２年度 令和元年度

利 子 割 交 付 金

地 方 揮 発 油 譲 与 税

自 動 車 重 量 譲 与 税

地 方 道 路 譲 与 税

合 計

区 分

森 林 環 境 譲 与 税

③地方譲与税の状況

～　地方譲与税当初予算額の推移　～

④各種交付金の状況

増減率増減額

増減額 増減率

地 方 消 費 税 交 付 金

合 計

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

交通安全対策特別交付金

環 境 性 能 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

令和２年度 令和元年度

2.9 
森林環境譲与税 6.2 

38.0 39.0 42.0 40.0 
自動車重量譲与税 40.0 

16.0 17.0 
17.0 16.0 

地方揮発油譲与税 16.0 

0.0

30.0

60.0

90.0

平成２８年度 平成２９年度

（６月補正後）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度
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（単位：百万円）

　地方消費税率の引上げに伴い、地方消費税交付金の増収分については、その使途を明確に

し、社会保障施策に要する経費に充てるものとされています。

　令和２年度当初予算における地方消費税交付金（引上げ分）と社会保障施策に要する経

費は下記のとおりです。

【歳入】　地方消費税交付金（引上げ分） 千円

　　　　　　　※地方消費税交付金（424,000千円）の２１分の１１に相当する額

【歳出】　社会保障施策に要する経費 千円

　　　　　　　※一般財源ベース （単位：千円）  

～　各種交付金当初予算額の推移　～

222,000

1,748,292

390.0 390.0 370.0 390.0 地方消費税交付金 424.0 

5.7 5.6 5.7 
8.5 

地方特例交付金 7.5 29.9 49.0 
41.7 

46.4 
その他の交付金 48.5 

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0

600.0

平成２８年度 平成２９年度

（６月補正後）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる経費の状況

特定財源 一般財源

1,748,292

111,260

25,735

442,180

307,660

11,309

196,620

39,640

50,375

40,165

54,460

176,385 815,319

67,783

156,455

39,528
母子保健事業、予防接種事業、へき地診療所
運営事業など

子ども医療費、障害者医療費、一人親家庭等
医療費の助成

国民健康保険事業、介護保険事業、後期高齢
者医療特別会計への繰出金（人件費等除く）

3,040,579 1,292,287

医療費助成

社 会 保 険

保 健 衛 生

151,799

483,850

1,424

65,252104,892

財源内訳

地域共生社会推進事業、生活困窮自立支援事
業など

養護老人ホーム措置費など

障害者自立支援給付事業、地域生活支援事業
など

児童扶養手当事業、児童手当事業、保育所運
営事業など

計

122,243

991,704

150,788

生活扶助事業など

社 会 福 祉

主な事業内容 予算額

子どもの生活・学習支援事業、母子生活支援
施設措置費など

区分

76,110

593,979

791,510

12,733

高齢者福祉

障害者福祉

児 童 福 祉

母 子 福 祉

生 活 保 護
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　地方交付税は、３３億３，０００万円を計上し、前年度より３，５００万円の減となりました。

これは、普通交付税については、総務省から示された推計参考伸び率等を基に推計するほか、公

債費算入分等を反映させて見込み、基準財政需要額においては、個別算定経費等の増に加えて、

新設費目である「地域社会再生事業費」を見込んだことによるものです。また、特別交付税では

離島航路維持や移住・定住対策及び地域おこし協力隊に要する経費などを見込みました。

　臨時財政対策債を加えた実質的な普通交付税は、前年度より３，８００万円の減となりました。

（単位：千円・％）

金　　額 構成比 金　　額 構成比

2,930,000 88.0 2,950,000 87.7 △ 20,000 △ 0.7

400,000 12.0 415,000 12.3 △ 15,000 △ 3.6

3,330,000 100.0 3,365,000 100.0 △ 35,000 △ 1.0

※普通交付税＋臨時財政対策債の前年度比較 （単位：千円・％）

△ 20,000 △ 0.7

△ 18,000 △ 5.7

△ 38,000 △ 1.2

（単位：百万円）

　分担金、負担金、使用料及び手数料は、合計で３億２，８４９万３千円を計上し、前年度より

６，５９７万４千円の減となりました。これは、養護老人ホーム措置費負担金で３２５万４千円

の増収を見込んだものの、保育所保育料で５，２７４万１千円、市民文化会館使用料で１９５万

円、へき地診療所使用料で１，４００万円の減収を見込んだことによるものです。

（単位：千円・％）

金　　額 構成比 金　　額 構成比

25,348 7.7 75,086 19.0 △ 49,738 △ 66.2

266,487 81.1 282,457 71.6 △ 15,970 △ 5.7

36,658 11.2 36,924 9.4 △ 266 △ 0.7

328,493 100.0 394,467 100.0 △ 65,974 △ 16.7

増減率

3,268,000

令和２年度 令和元年度

合 計

増減率

区 分 令和２年度

負 担 金

区 分

⑥分担金、負担金、使用料及び手数料の状況

2,930,000

300,000

普 通 交 付 税

使 用 料

手 数 料

令和元年度

～　地方交付税当初予算額の推移　～

増減額

増減額

2,950,000

増減額区 分

3,230,000

318,000臨 時 財 政 対 策 債

合 計

特 別 交 付 税

令和２年度

普 通 交 付 税

合 計

⑤地方交付税の状況

増減率
令和元年度

400.0 400.0 415.0 415.0 特別交付税 400.0 

2,830.0 2,850.0 2,870.0 2,950.0 普通交付税 2,930.0 

0.0

1,000.0

2,000.0

3,000.0

4,000.0

平成２８年度 平成２９年度

（６月補正後）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度
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（単位：百万円）

　国庫支出金は、８億４，７２４万５千円を計上し、前年度より３，９０３万９千円の減となり

ました。これは、国庫負担金において、児童手当支給費負担金で６４９万７千円の減収を見込ん

だほか、国庫補助金において、小さな拠点形成支援事業補助金で２６４万８千円の皆増を見込ん

だものの、地方創生推進交付金で１，４０７万円、循環型社会形成推進交付金で７２８万６千円、

社会資本整備総合交付金で３，３８６万６千円の減収を見込んだことによるものです。

（単位：千円・％）

金　　額 構成比 金　　額 構成比

632,870 74.7 637,751 72.0 △ 4,881 △ 0.8

209,396 24.7 243,051 27.4 △ 33,655 △ 13.8

4,979 0.6 5,482 0.6 △ 503 △ 9.2

847,245 100.0 886,284 100.0 △ 39,039 △ 4.4

（単位：百万円）

令和２年度

合 計

～　国庫支出金当初予算額の推移　～

区 分

～　分担金、負担金、使用料及び手数料当初予算額の推移　～

⑦国庫支出金の状況

国 庫 負 担 金

国 庫 補 助 金

増減額
令和元年度

増減率

国 庫 委 託 金

42.2 40.1 39.2 36.9 手数料 36.7 

358.0 324.8 309.2 
282.5 使用料 266.5 

73.4 

67.1 
69.9 

75.1 

負担金 25.3 

0.0

200.0

400.0

600.0

平成２８年度 平成２９年度

（６月補正後）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

7.1 6.2 5.8 5.5 国庫委託金 5.0 

536.1 

198.8 

253.3 243.0 
国庫補助金 209.4 

615.5 

606.5 
622.5 637.8 

国庫負担金 632.8 

0.0

500.0

1,000.0

1,500.0

平成２８年度 平成２９年度

（６月補正後）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

13



　県支出金は、６億７，８３２万円を計上し、前年度より１億５，７５０万７千円の減となりま

した。これは、県負担金において、地籍調査費負担金で６５９万７千円の減収を見込んだほか、

県補助金において、三重とこわか国体競技別リハーサル大会運営費補助金で１，２００万円の皆

増、漁港整備事業費補助金（国補事業）で７６０万円の増収を見込んだものの、強い水産業づく

り施設整備事業費補助金で１億８，０２５万円の皆減を見込んだことによるものです。

　また、県委託金において、基幹統計調査委託金が５９４万８千円の増収を見込んだものの、三

重県知事選挙委託金で１，１００万円、三重県議会議員選挙委託金で３６０万円、参議院議員選

挙委託金で１，４５０万円の皆減を見込んだことによるものです。

（単位：千円・％）

金　　額 構成比 金　　額 構成比

342,911 50.5 348,187 41.6 △ 5,276 △ 1.5

292,030 43.1 421,120 50.4 △ 129,090 △ 30.7

43,379 6.4 66,520 8.0 △ 23,141 △ 34.8

678,320 100.0 835,827 100.0 △ 157,507 △ 18.8

（単位：百万円）

　財産収入は、９，５３２万３千円を計上し、前年度より６９万９千円の増となりました。これ

は、財産売払収入において、不動産売払収入で７３万円の減収を見込んだものの、財産運用収入

において、市有土地建物貸付収入で１３１万８千円の増収を見込んだことによるものです。

（単位：千円・％）

金　　額 構成比 金　　額 構成比

41,681 43.7 40,375 42.7 1,306 3.2

53,642 56.3 54,249 57.3 △ 607 △ 1.1

95,323 100.0 94,624 100.0 699 0.7

財 産 売 払 収 入

令和元年度

増減額 増減率

合 計

令和元年度
区 分

令和２年度
増減額 増減率

財 産 運 用 収 入

令和２年度

区 分

⑧県支出金の状況

県 負 担 金

県 補 助 金

県 委 託 金

合 計

～　県支出金当初予算額の推移　～

⑨財産収入の状況

50.5 46.6 43.5 66.5 県委託金 43.4 

416.5 

186.5 216.2 

421.1 

県補助金 292.0 

316.2 

325.4 
340.5 

348.2 

県負担金 342.9 

0.0

500.0

1,000.0

平成２８年度 平成２９年度

（６月補正後）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度
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（単位：百万円）

　寄附金は、４億５，１３３万円を計上し、前年度より１億５，０００万円の増となりました。

これは、ふるさと納税寄附金で１億５，０００万円の増収を見込んだことによるものです。

（単位：千円・％）

金　　額 構成比 金　　額 構成比

451,330 100.0 301,330 100.0 150,000 49.8

（単位：百万円）

　繰入金は、１２億２，２６３万５千円を計上し、前年度より５億６，０５３万７千円の増とな

りました。これは、財政調整基金で７，５００万円の減収を見込んだものの、地方創生拠点整備

交付金基金で３億７，４９５万９千円の皆増、ふるさと創生基金で２億２，６１９万３千円の増

収を見込んだことによるものです。

（単位：千円・％）

金　　額 構成比 金　　額 構成比

100,000 8.2 175,000 26.4 △ 75,000 △ 42.9

40,000 3.3 50,000 7.6 △ 10,000 △ 20.0

516,886 42.3 290,693 43.9 226,193 77.8

513,463 42.0 287,641 43.4 225,822 78.5

800 0.1 800 0.1 0 0.0

146,990 12.0 142,523 21.5 4,467 3.1

43,000 3.5 3,082 0.5 39,918 1,295.2

374,959 30.6 0 0.0 374,959 皆増

1,222,635 100.0 662,098 100.0 560,537 84.7

 　　うち ふるさと納税分

寄 附 金

福 祉 基 金

観 光 振 興 基 金

地方創生拠点整備交付金基金

庁 舎 等 改 修 基 金

区 分

～　財産収入当初予算額の推移　～

⑩寄附金の状況

増減額 増減率
令和２年度 令和元年度

財 政 調 整 基 金

合 計

減 債 基 金

ふ る さ と 創 生 基 金

増減額 増減率

～　寄附金当初予算額の推移　～

⑪繰入金の状況

令和２年度 令和元年度
区 分

70.0 64.4 57.1 54.2 財産売払収入 53.6 

47.6 49.1 
47.2 40.4 財産運用収入 41.7 

0.0

50.0

100.0

150.0

平成２８年度 平成２９年度

（６月補正後）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

251.3 

501.3 

301.3 301.3 
寄附金 451.3 

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0

600.0

平成２８年度 平成２９年度

（６月補正後）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度
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（単位：百万円）

　繰越金は、前年度と同額の１億５，０００万円を計上しました。

（単位：千円・％）

金　　額 構成比 金　　額 構成比

150,000 100.0 150,000 100.0 0 0.0

（単位：百万円）

　諸収入は、１億５，１６１万４千円を計上し、前年度より１，８５１万円の増となりました。

これは、三重地方税管理回収機構派遣職員人件費で６５９万３千円の皆減、（一財）自治体国際

化協会助成金で２９０万円の減収を見込んだものの、水道企業会計人件費（退職手当）負担金で

８８４万７千円の皆増を見込んだことによるものです。

（単位：千円・％）

金　　額 構成比 金　　額 構成比

151,614 100.0 133,104 100.0 18,510 13.9諸 収 入

繰 越 金

令和元年度

令和２年度

～　繰越金当初予算額の推移　～

⑬諸収入の状況

増減額 増減率区 分
令和元年度

区 分

～　繰入金当初予算額の推移　～

⑫繰越金の状況

令和２年度
増減額 増減率

地方創生拠点整備

交付金基金 374.9 

0.0 0.0 27.7 3.1 

庁舎等改修基金 43.0 

職員退職手当基金 100.0 117.8 141.1 

105.8 

142.5 

観光振興基金 147.0 

1.0 1.0 

0.8 

0.8 

福祉基金 0.8 

300.6 

495.6 

455.4 

290.7 

ふるさと創生基金 516.9 

40.0 

43.0 
44.0 

50.0 

減債基金 40.0 

140.0 

211.1 

250.0 

175.0 

財政調整基金 100.0 

0.0

200.0

400.0

600.0

800.0

1,000.0

1,200.0

1,400.0

平成２８年度 平成２９年度

（６月補正後）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

50.0 50.0 50.0 

150.0 繰越金 150.0 

0.0

100.0

200.0

300.0

平成２８年度 平成２９年度

（６月補正後）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度
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（単位：百万円）

　市債は、１７億８，５００万円を計上し、前年度より５億２，８１０万円の増となりました。

これは、市民文化会館改修事業債で２，４８０万円、菅島連絡所整備事業債で５９０万円、漁業

施設整備事業債で３，１２０万円の皆減のほか、都市公園整備事業債で４，４２０万円、臨時財

政対策債で１，８００万円の減収を見込んだものの、観光施設整備事業債で４００万円、教育施

設整備事業債で５００万円、運動施設整備事業債で２，１２０万円の皆増のほか、防災行政無線

整備事業債で３億３４０万円、消防施設整備事業債で３億５，９２０万円の増収を見込んだこと

によるものです。

（単位：千円・％）

金　　額 構成比 金　　額 構成比

300,000 16.8 318,000 25.3 △ 18,000 △ 5.7

1,485,000 83.2 938,900 74.7 546,100 58.2

0 0.0 33,000 2.6 △ 33,000 △ 100.0

724,200 40.6 709,900 56.5 14,300 2.0

1,785,000 100.0 1,256,900 100.0 528,100 42.0

（単位：百万円）

区 分

⑭市債の状況

～　諸収入当初予算額の推移　～

～　市債当初予算額の推移　～

増減率

臨 時 財 政 対 策 債

そ の 他 の 市 債

うち辺地対策事業債

うち過疎対策事業債

合 計

増減額
令和２年度 令和元年度

778.9 

434.5 495.8 

938.9 

その他の市債 1,485.0 

400.0 

412.0 397.6 

318.0 

臨時財政対策債 300.0 

0.0

500.0

1,000.0

1,500.0

2,000.0

平成２８年度 平成２９年度

（６月補正後）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

148.1 146.2 
122.9 133.1 

諸収入 151.6 

0.0

100.0

200.0

平成２８年度 平成２９年度

（６月補正後）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度
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　令和２年度の一般会計歳出予算の目的別の状況は、下表のとおりとなりました。

（単位：千円・％）

金 額 構成比 金 額 構成比

136,704 1.1 135,753 1.2 951 0.7
1,671

134,821

2,386,021 19.2 1,800,706 15.8 585,315 32.5

540,864
3,989

246,916
8,701

14,788
1,250

24,873
5,025

328,319
60,676
32,987

125,661
91,878

3,080,733 24.8 3,093,202 27.2 △ 12,469 △ 0.4

232,871
347,203
66,666
44,587
10,990
17,971
15,469

411,630
22,783
45,222

542,528
35,672
74,426

205,065
495,951
193,900

1,416,771 11.4 1,408,888 12.4 7,883 0.6

39,115
16,927
46,146
22,523

275,254
42,608
13,606
15,352
23,154
91,112

333,983
72,737

243,872

315,808 2.6 509,921 4.5 △ 194,113 △ 38.1

5,660
15,412
1,350

18,777
7,035
6,651

13,052
25,414
16,030

132,802
9,792

議 会 費
各種委員会
議会一般管理経費

総 務 費

積立金（基金）
総合計画推進事業
ふるさと納税推進事業
地域おこし協力隊事業
鳥羽への移住・定住応援事業
伊勢志摩移住プロモーション事業
市民文化会館運営管理業務
防災資機材等整備事業
防災情報提供推進事業
総合住民情報システム事業
戸籍事務
観光振興事業（積立金）
地域交通事業

民 生 費

国民健康保険事業特別会計繰出金
後期高齢者医療特別会計繰出金
障害者医療費公費負担事業
子ども医療費公費負担事業
一人親家庭等医療費助成事業
保健福祉センター管理運営事業
生活困窮者自立支援事業
介護保険事業特別会計繰出金
地域共生社会推進事業
老人福祉一般事業
障害者自立支援給付事業
地域生活支援事業
児童扶養手当事業
児童手当事業
保育所運営事業
生活扶助事業

衛 生 費

健康診査・がん検診事業
母子保健事業
予防接種事業
鳥羽市休日・夜間応急診療所
へき地診療所運営事業
繰出金（水道企業会計繰出金）
環境衛生事業
合併浄化槽普及啓発事業
市清掃センター塵埃処理事業
一般廃棄物処理事業
広域ごみ処理事業
離島一般廃棄物処理業務
し尿処理事業

農林水産業費

農業振興鳥獣害対策事業
農業基盤整備事業
森林環境保全管理事業
森と海・きずな事業（環境林整備促進）
種苗放流事業
６次産業化推進事業
離島漁業再生支援交付金事業
水産研究所維持管理業務
漁港漁場管理業務
漁港整備事業（国補事業）
漁港整備事業（市単事業）

主な事業内容
区
分

①一般会計目的別予算の状況

Ⅳ　一般会計歳出予算の状況

令和２年度 令和元年度
増減額 増減率
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（単位：千円・％）

金 額 構成比 金 額 構成比

337,976 2.7 337,814 3.0 162 0.0

3,360
1,000
3,798

537
9,500

110,990
13,493
13,440
4,400
4,100
6,692

12,304

1,387,104 11.2 1,128,010 9.9 259,094 23.0

97,000
59,239
65,296
28,424
45,895
76,872
31,000
12,529
14,500

794,956
14,000
1,554

48,683
805

1,097,078 8.8 662,838 5.8 434,240 65.5

335,519
21,976
2,782

35,212
7,711
6,149

11,811
6,285

656,459

760,442 6.1 753,600 6.6 6,842 0.9

104,061
62,322
51,189
12,871

714
4,884
1,500
5,188

59,030
38,430
8,452

31,937
27,500
2,172

53,238

16,750 0.1 16,750 0.1 0 0.0
10,750
4,000
2,000

1,341,613 10.8 1,372,409 12.0 △ 30,796 △ 2.2
1,283,205

57,255

139,000 1.1 157,109 1.4 △ 18,109 △ 11.5
129,000
10,000

10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0

12,426,000 100.0 11,387,000 100.0 1,039,000 9.1

区
分

令和２年度 令和元年度
増減額 増減率 主な事業内容

消防一般管理経費
消防通信指令業務
救急活動業務
消防団活性化対策事業
消防団教養訓練事業
消防ポンプ操法大会事業
消防団災害防禦対策経費
消防水利整備維持管理経費
消防庁舎整備事業

教 育 費

小学校管理業務
中学校管理業務
幼稚園管理業務
外国人英語指導業務委託事業
英語検定チャレンジ事業
学校図書館整備事業
寝屋子の島留学事業
高校生修学支援事業
学校給食運営事業（中央調理場）
図書館運営事業
博物館運営事業
保健体育総務業務
国民体育大会準備事業
東京2020オリパラ推進事業
運動施設管理運営事業

観光商工費

中小企業支援事業
小規模事業者経営改善資金利子補給補助事業
地域のしごと魅力発信事業
起業育成支援事業
観光コンベンション機構
観光振興推進事業
鳥羽展望台維持管理事業
旅行商品・プロモーション戦略事業
観光魅力アップ事業
漁業と観光の連携事業
芸術を活かした観光振興事業
インバウンド対策事業

土 木 費

特定環境保全公共下水道事業特別会計繰出金
土木一般管理経費
建築物耐震化促進事業
地籍調査事業
道路維持業務
地方道路整備（交付金）事業
河内ダム関連道路整備事業
市単道路改良事業
鳥羽マリンターミナル維持管理経費
都市公園整備（交付金）事業
中央公園施設整備事業
都市公園整備事業
住宅運営管理経費
定住促進住宅整備事業

予 備 費

災害復旧費
漁港災害復旧事業
道路橋りょう災害復旧事業
河川災害復旧事業

公 債 費
長期債償還元金
長期債償還利子

諸 支 出 金
定期航路事業特別会計繰出金
災害援護資金貸付金

消 防 費

歳出合計
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（単位：百万円）

～　一般会計目的別歳出予算の推移　～

～　一般会計目的別歳出予算構成比の推移　～

平成２８年度
平成２９年度

(６月補正後)
平成３０年度 令和元年度 令和２年度

議会費 142.6 141.8 138.8 135.8 136.7

総務費 1,712.9 2,143.6 1,932.3 1,800.7 2,386.0

民生費 3,104.3 2,988.8 3,060.8 3,093.2 3,080.7

衛生費 1,371.4 1,436.8 1,410.8 1,408.9 1,416.8

農林水産業費 341.3 265.7 284.1 509.9 315.8

観光商工費 379.7 379.9 346.6 337.8 338.0

土木費 942.3 650.3 759.6 1,128.0 1,387.1

消防費 498.4 693.6 629.8 662.8 1,097.1

教育費 1,333.6 736.9 803.3 753.6 760.4

公債費 1,326.8 1,367.5 1,370.0 1,372.4 1,341.6

その他 101.7 128.0 163.9 183.9 165.8

議会費

総務費

民生費

衛生費

農林水産業費
観光商工費

土木費

消防費

教育費

公債費

その他

0.0

500.0

1,000.0

1,500.0

2,000.0

2,500.0

3,000.0

3,500.0

目
的
別
歳
出
予
算
額
（
百
万
円
）

その他･･･災害復旧費、諸支出金、予備費

0.9% 1.2% 1.5% 1.6% その他 1.3%

11.8% 12.5% 12.5% 12.0% 公債費 10.8%

11.8% 6.7% 7.4% 6.6%
教育費 6.1%

4.4%
6.4% 5.8% 5.8% 消防費 8.8%

8.4%
6.0% 7.0% 9.9% 土木費 11.2%

3.4%

3.5% 3.2% 3.0% 観光商工費 2.7%

3.0%

2.4% 2.6%
4.5% 農林水産業費 2.6%

12.2%

13.1% 12.9%
12.4% 衛生費 11.4%

27.6%
27.3% 28.1%

27.2%
民生費 24.8%

15.2%
19.6% 17.7% 15.8% 総務費 19.2%

1.3% 1.3% 1.3% 1.2% 議会費 1.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２８年度 平成２９年度

(６月補正後)

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

その他･･･災害復旧費、諸支出金、予備費
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　令和２年度の一般会計歳出予算の性質別の状況は、下表のとおりとなりました。

（単位：千円・％）

金　　額 構成比 金　　額 構成比

5,209,370 41.9 5,070,807 44.5 138,563 2.7

2,622,441 21.1 2,431,439 21.4 191,002 7.9

1,582,245 12.7 1,745,358 15.3 △ 163,113 △ 9.3

1,245,316 10.0 1,266,959 11.1 △ 21,643 △ 1.7

66,091
43,800
10,818
37,569

540,000
10,978
74,426

205,065
193,900

1,341,613 10.8 1,372,409 12.0 △ 30,796 △ 2.2

1,340,460 10.8 1,371,252 12.0 △ 30,792 △ 2.2

2,276,766 18.3 1,479,750 13.0 797,016 53.9

2,260,016 18.2 1,463,000 12.9 797,016 54.5

50,753 0.4 48,084 0.4 2,669 5.6

1,125,723 9.1 992,386 8.8 133,337 13.4

1,134,293 9.1 470,614 4.1 663,679 141.0

16,750 0.1 16,750 0.1 0 0.0

0 0.0 0 0.0 0 -

16,750 0.1 16,750 0.1 0 0.0

障害者医療費
子ども医療費
一人親家庭等医療費
老人福祉措置費
障害者自立支援給付費
地域生活支援費
児童扶養手当
児童手当
生活扶助費

1,283,205
57,255
1,135

15,352
129,180

8,096
63,762
54,959
31,000

786,919
4,994

317,136
12,529
14,000
11,130

653,423

50,753

10,750
4,000
2,000

補助事業
浄化槽等設置事業
漁港整備事業（国補事業）
鳥羽展望台公衆トイレ改修工事
建築物耐震化促進事業
地方道路整備（交付金）事業
河内ダム関連道路整備事業
都市公園整備（交付金）事業
旧鳥羽小学校校舎修理工事

単独事業
同報系防災行政無線デジタル化工事
市単道路改良工事
中央公園施設整備事業
消防通信指令業務
消防庁舎整備事業

人件費
支弁人件費

区分
令和２年度

投 資 的 経 費

令和元年度

うち長期債
償還元利金

～　一般会計性質別歳出予算の状況　～

普通建設事業費

（うち人件費）

補助事業

議員報酬
一般職給
期末勤勉手当
職員共済費

単独事業

災 害 復 旧 費

補助事業

単独事業

②一般会計性質別歳出予算の状況

長期債償還元金
長期債償還利子
一時借入金利子

漁港災害復旧事業
道路橋りょう災害復旧事業
河川災害復旧事業

58,056
978,930
400,914
321,004

増減額 増減率

義 務 的 経 費

人 件 費

職 員 給

扶 助 費

公 債 費

主な事業内容
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（単位：千円・％）

金　　額 構成比 金　　額 構成比

4,939,864 39.8 4,836,443 42.5 103,421 2.1

1,672,713 13.5 1,773,456 15.6 △ 100,743 △ 5.7

72,668
22,525
90,663
38,245
43,915
8,800

78,000
50,409
17,963
51,279
10,000
4,500

16,929
20,021
62,157

47,395 0.4 59,488 0.5 △ 12,093 △ 20.3 47,395

1,283,527 10.3 1,219,567 10.7 63,960 5.2

167,972
12,500

538,368
32,933
42,608
12,878
53,855
20,000

666,525 5.4 505,355 4.4 161,170 31.9

237 0.0 286 0.0 △ 49 △ 17.1

27 0.0 65 0.0 △ 38 △ 58.5

666,261 5.4 505,004 4.4 161,257 31.9

0 0.0 0 0.0 0 -

42,000 0.3 42,000 0.4 0 0.0
32,000
10,000

1,217,704 9.8 1,226,577 10.8 △ 8,873 △ 0.7

232,871
411,630
347,203
97,000

129,000

10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0

12,426,000 100.0 11,387,000 100.0 1,039,000 9.1

450,000
90,091

125,661

積 立 金

減債基金

投資及び出資金

区分
令和２年度

ふるさと納税特産品
定住応援事業奨励金
鳥羽志勢広域連合負担金
へき地医療支援機構等負担金
水道企業会計繰出金
離島漁業再生支援交付金事業
鉱泉源保護管理整備費
伊勢二見鳥羽ライン無料化負担金

令和元年度

ふるさと創生基金
都市計画事業基金
観光振興基金

そ の 他

増減額 増減率

貸 付 金

繰 出 金

予 備 費

その他の経費

中小企業振興資金
災害援護資金

国民健康保険事業
介護保険事業
後期高齢者医療
特定環境保全公共下水道事業
定期航路事業

維 持 補 修 費

物 件 費

補 助 費 等

歳 出 合 計

財政調整基金

主な事業内容

ふるさと納税業務手数料
総合住民情報システム使用料
かもめバス運行業務
がん検診等業務
予防接種業務
長岡診療所指定管理業務
へき地診療所医薬材料費
可燃・不燃物収集業務
離島ごみ運搬業務
離島し尿等海上・陸上運搬業務
海底・漂流ゴミ等処理業務
空家等対策計画策定業務
地籍調査測量業務
運動施設指定管理業務
学校給食調理業務

公共施設等維持修繕経費
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（単位：百万円）

～　一般会計性質別歳出予算構成比の推移　～

～　一般会計性質別歳出予算の推移　～

平成２８年度
平成２９年度

(６月補正後)
平成３０年度 令和元年度 令和２年度

人件費 2,514.6 2,550.4 2,634.3 2,431.4 2,622.5

扶助費 1,223.6 1,221.7 1,248.4 1,267.0 1,245.3

公債費 1,326.9 1,367.5 1,370.0 1,372.4 1,341.6

普通建設事業 1,608.0 697.2 835.8 1,463.0 2,260.0

物件費 1,671.7 1,826.4 1,795.1 1,773.5 1,672.7

補助費等 1,287.5 1,372.4 1,254.2 1,219.6 1,283.5

積立金 401.3 638.7 423.9 505.3 666.5

繰出金 1,081.0 1,115.3 1,197.8 1,226.6 1,217.7

その他 140.4 143.3 140.5 128.2 116.2

人件費

扶助費
公債費

普通建設事業

物件費

補助費等

積立金

繰出金

その他
0.0

500.0

1,000.0

1,500.0

2,000.0

2,500.0

3,000.0

性
質
別
歳
出
予
算
額
（
百
万
円
）

1.2% 1.3% 1.2% 1.1% その他 0.9%

9.6% 10.2% 11.0% 10.8% 繰出金

9.8%

3.6%
5.8% 3.9% 4.4% 積立金 5.4%

11.4%
12.6%

11.5% 10.7%
補助費等

10.3%

14.9%

16.7%
16.5% 15.6% 物件費

13.5%

14.3%
6.4%

7.7% 12.9%
普通建設事業

18.2%

11.8%
12.5% 12.6%

12.0%

公債費

10.8%

10.9% 11.2% 11.4%
11.1%

扶助費

10.0%

22.3% 23.3% 24.2% 21.4%
人件費

21.1%

0%

10%

20%
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40%
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60%

70%

80%

90%

100%

平成２８年度 平成２９年度

(６月補正後)

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

その他･･･維持補修費、投資及び出資金、貸付金、災害復旧費、予備費

その他･･･維持補修費、投資及び出資金、貸付金、災害復旧費、予備費
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　国民健康保険事業特別会計予算は、３０億５，４６０万円を計上し、前年度より１億５６０万

円の増となりました。

（単位：百万円）

　介護保険事業特別会計予算は、２６億９，６００万円を計上し、前年度より２，５９０万円の

減となりました。

（単位：百万円）

Ⅴ　特別会計予算の状況

①国民健康保険事業特別会計予算の状況

～　国民健康保険事業特別会計予算の推移　～

②介護保険事業特別会計予算の状況

～　介護保険事業特別会計予算の推移　～

72.5 65.2 63.9 63.3 その他 111.8

867.0
共同事業拠出金

866.1

565.6 547.9

831.4 867.8
支援金、納付金等

791.3

45.7 46.8

44.8 45.5 保健事業費 43.8

2,113.6 2,035.9 

1,919.4 1,972.4 
保険給付費

2,107.7 

3,664.4 
3,561.9 

2,859.5 
2,949.0 

合計 3,054.6 

0.0

500.0

1,000.0

1,500.0

2,000.0

2,500.0

3,000.0

3,500.0

4,000.0

平成２８年度 平成２９年度

（６月補正後）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

82.4 88.4 81.0 75.3 その他 70.4

63.8 79.8 89.1 97.3 地域支援事業費 94.1

2,401.4 2,451.8 2,511.7 2,549.3 
保険給付費

2,531.5 

2,547.6 2,620.0 
2,681.8 2,721.9 合計 2,696.0 

0.0

500.0

1,000.0

1,500.0

2,000.0

2,500.0

3,000.0

平成２８年度 平成２９年度

（６月補正後）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度
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　定期航路事業特別会計予算は、６億４４０万円を計上し、前年度より２，９９０万円の減とな

りました。

（単位：百万円）

　特定環境保全公共下水道事業特別会計予算は、１億６，２００万円を計上し、前年度より

１，６４０万円の増となりました。

（単位：百万円）

　後期高齢者医療特別会計予算は、５億３，４８０万円を計上し、前年度より２，６２１万円の

増となりました。

（単位：百万円）

～　後期高齢者医療特別会計予算の推移　～

③定期航路事業特別会計予算の状況

～　定期航路事業特別会計予算の推移　～

④特定環境保全公共下水道事業特別会計予算の状況

～　特定環境保全公共下水道事業特別会計予算の推移　～

⑤後期高齢者医療特別会計予算の状況

49.0 40.8 38.9 38.9 公債費ほか 38.9 

499.3 549.2 570.9 595.4 定期航路事業費

565.5 

548.3 
590.0 609.8 634.3 合計 604.4 

0.0

200.0

400.0

600.0

800.0

1,000.0

平成２８年度 平成２９年度

（６月補正後）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

78.5 78.5 78.5 78.5 公債費 78.5 

63.8 64.1 70.3 67.1 
事業費 83.5 

142.3 142.6 148.8 145.6 
合計 162.0 

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

平成２８年度 平成２９年度

（６月補正後）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

18.1 18.6 19.6 19.7 その他 20.3 

478.1 501.7 498.5 488.9 
広域連合納付金

514.5 

496.2 520.3 518.1 508.6 
合計 534.8 

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0
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平成２８年度 平成２９年度

（６月補正後）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度
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　基金現在高の状況は、下表のとおりです。

（１）積立基金 （単位：千円）

令和元年度末 令和２年度末

現在高見込額 積立額 取崩額 現在高見込額

522,530 237 100,000 422,767

59,117 27 40,000 19,144

111,905 50 0 111,955

1,672 1 0 1,673

329,003 450,148 516,886 262,265

2,232 1 800 1,433

168,314 76 43,000 125,390

1 0 0 1

150,183 125,729 146,990 128,922

182,752 90,173 0 272,925

374,876 83 374,959 0

1,902,585 666,525 1,222,635 1,346,475

20,254 10 0 20,264

517 1 0 518

3,016 2 0 3,018

23,787 13 0 23,800

1 0 0 1

967 1 0 968

968 1 0 969

0 0 0 0

0 0 0 0

（２）定額運用基金 （単位：千円、㎡）

令和元年度末 令和２年度末

現在高見込額 積立額 取崩額 現在高見込額

現　金 374,885 0 0 374,885

不動産 87.66 0.00 0.00 87.66

都 市 計 画 事 業 基 金

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 分 合 計

区 分
令和２年度中の増減

国民健康保険高額医療費資金貸付基金

国 民 健 康 保 険 出 産 費 資 金 貸 付 基 金

地 方 創 生 拠 点 整 備 交 付 金

土 地 開 発 基 金

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 分 合 計

定 期 航 路 事 業 職 員 退 職 基 金

定 期 航 路 事 業 減 債 基 金

定 期 航 路 事 業 特 別 会 計 分 合 計

介 護 保 険 給 付 支 払 準 備 基 金

Ⅵ　基金現在高の状況

①基金現在高の状況

～　基金現在高の状況　～

区 分

一 般 会 計 分 合 計

国 民 健 康 保 険 支 払 準 備 基 金

中 山 間 ふ る さ と ・ 水 と 土 保 全 基 金

観 光 振 興 基 金

福 祉 基 金

庁 舎 等 改 修 基 金

令和２年度中の増減

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

職 員 退 職 手 当 基 金

奨 学 基 金

ふ る さ と 創 生 基 金
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